
（単位　千円）　

消　費　収　入　の　部 消　費　支　出　の　部

予 算 決 算 差 異

14,370,877 14,371,508 △ 631 11,378,896 11,254,535 124,361

9,303,406 9,303,890 △ 484 10,826,396 10,824,561 1,835

955,448 955,448 0 101,133 100,474 659

2,534,271 2,534,268 3 451,367 329,500 121,867

1,404,712 1,404,712 0 6,436,281 6,277,841 158,440

173,040 173,190 △ 150

475,496 475,687 △ 191 1,833,188 1,735,018 98,170

296,670 281,723 14,947

2,468,626 2,482,220 △ 13,594 155,349 155,349 0

1,413,901 1,427,342 △ 13,441 109,852 108,482 1,370

1,054,725 1,054,878 △ 153 5,692 6,924 △ 1,232

(3,500)
46,500

1,199 1,199 0

677,503 692,836 △ 15,333

592,216 568,184 24,032

18,980,188 18,971,369 8,819

△ 1,498,807 △ 1,388,634 △ 110,173

17,481,381 17,582,735 △ 101,354 19,965,758 19,538,149 427,609

2,484,377 1,955,414

30,309,102 30,309,102

32,793,479 32,264,516

１．消費収入の部
 (1) 学生生徒等納付金は資金収入の部と同額で､帰属収入に占める割合は75.8％となり、前年度に比べて
　　 1.5ポイント増加した。
 (2) 寄付金・・・(2億82百万円)は資金収入の部に現物寄付金を加算した額である。
 (3) 帰属収入合計・・・(189億72百万円)の内訳は大学163億55百万円、第一高9億18百万円、春日丘高
     13億71百万円、春日丘中2億68万円等である。
 (4) 基本金組入額・・・(△13億89百万円)の主な内訳は次の通りである。
      土地・建物及び構築物等  18億67百万円
      教育研究用機器備品  △5億51百万円
      図    書 51百万円
　　　70周年記念奨学基金 22百万円

２．消費支出の部
 (1) 人件費・・・（112億55百万円）は前年度に比べて1億86百万円増加となった。また、帰属収入
　　 に占める割合は59.3％となり、前年度に比べて0.3ポイント増加した。
 (2) 教育研究経費・・・(62億78百万円)は前年度に比べて2億53百万円の減少となった。
　　 なお、減価償却額は26億1百万円(前年度比14百万円増）である。
　　 また､帰属収入に占める割合は33.1%となり、前年度に比べて1.7ポイント減少した。
 (3) 管理経費・・・(17億35百万円)は前年度に比べて11百万円増加した。
     なお、減価償却額は2億88百万円(前年度比31百万円増)である。
　   また、帰属収入に占める割合は9.1％となり、前年度に比べて0.1ポイント減少した。
 (4) 資産処分差額・・・(1億8百万円)は前年度に比べて64百万円増加した。
 (5) 当年度消費支出超過額は19億55百万円となった。この結果、翌年度へ繰越される消費支出超過額は
     322億64百万円となった。

46,500

帰 属 収 入 合 計

当年度消費支出超過額

前年度繰越消費支出超過額

97,601 98,012 △ 411 [ 予 備 費 ]

(10)寄 付 金

手 数 料

修 学 諸 費

翌年度繰越消費支出超過額

雑 収 入
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基本金組入額 合 計

施 設 設 備 費

授 業 料

入 学 金

教 育 充 実 費

事 業 収 入

(48)

管 理 経 費

（減価償却額） (288,697) (288,687)

科 目 科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金 人 件 費

借 入 金 等 利 息

（減価償却額） (2,600,819) (2,600,771)

退 職 金

資 産 処 分 差 額

退職給与引当金繰入額

教 育 研 究 経 費

補 助 金

国 庫 補 助 金

地方公共団体補助金

資 産 売 却 差 額

資 産 運 用 収 入

平成２３年度　消費収支計算書

徴収不能引当金繰入額

教 職 員 人 件 費

平成２３年４月　１日から
平成２４年３月３１日まで


